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W　おわりに
　本研究では，まず企業の生産関数を「都市化経済規模」を組み込んだコッ
プ＝ダグラス型生産関数として，費用制約の下での企業の利潤最大化による
最大化条件式から，都心部における都市化経済規模の大きさを計測するため
の分析手法を導出した。次いで同分析手法を3大都市圏都心部に応用してシ
ミュレーション分析を試みた。その結果，都心部における都市化経済規模の
大きさは，都心部に存在する企業の経営努力を高め，都市圏の拡大を促すこ
となどが考察された。また，3大都市圏都心部の各地代問に大きな差が見ら
れるため，たとえ各都心部における「敷地面積当たり資本」が大きく異なっ
ているとしても大局的にはほぼ同様な分析結果が得られるものと予想され
る。しかし，本分析において調査データの整合性から企業の敷地面積を建築
面積に代用させており，建築面積及び設備投資額の各々データについては全
国企業の平均値を代用して分析しているため，ここでは正確に3大都市圏都
心部別の都市化経済規模に関する特徴は把握されていないこと，さらに，東
京都心部を除くと他の2つの都心部における地理的空間（同質平野の中心に
位置する円形の都心部）の仮定の適合性が共に低いことなどに注意する必要
がある。したがって，今後各大都市圏別都心部の都市化経済規模に依存して
いる企業とそうでない企業に分けた上で，企業別のデータを用いてシミュ
レーション分析を行う必要がある。さらに，国際的視野から比較的同心円タ
イプの都市圏を有する中心都市を選択した上で，例えばサンフランシスコ及
びロンドンなどの都市に本モデルを応用して行きたい。
注
1　本論文は，経営学会中部部会（’92／3月）で発表した論文に加筆修正を施したもので
あり，「財団法人シキシマ学術・文化振興財団」の研究助成によるものである。
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3大都市圏都心部における都市化経済規模のシミュレーション分析
2　例えば，「規模の経済」については企業の費用関数を応用した理論モデル及びその実
　証分析が比較的多く見られる。一方「地域特化の経済」については特化係数を用いた
　研究や同係数を応用したEconomic－Baseモデルなどがある。
3　ただし，「都市化の経済」を含む「集積の経済」を1つのバスケットとして，都市人
　口，労働人口等を組み込んだ生産関数を用いることによって，都市における「集積水
準」や「集積の経済効果」及び「集積の不経済効果」を導出させるためのモデル構築
　がなされている。例え一ば，Kawashima［1975］，　Seagal［1976］，　Rebenau［1979］，
　Tabuchi［1986］及びHenderson［1988］などがある。
4　ここでの分析手法は神頭［1991］をベースにしている。
5　ここでの「都市化経済規模」とは，異種産業に属する多くの企業の集中立地によっ
　てもたらされる接触（face－to－face）の利益不況の緩和及び都市的アメニティの存在
　等による売上に反映される便益を意味する。
6　ここで採用する生産関数はピックスの中立的技術進歩率を組み入れたものと同じで
　ある。他にも生産関数型としてCES型やトランスログ型などがある。これら生産関数
　の詳細については，辻村［1981］及びHeathfield　and　Wibe［1987］等を参照せよ。
7　この制約は，限界生産力逓減を仮定しているためである。また，後のシミュレーショ
　ン分析にも係わってくる。
8　これについては，Heathfield　and　Wibe［1978，　pp，86－89］を参照せよ。
9　同分析においては，αの制約を満たすように0．1，0．5及びO．9の3段階に分け，資
　本（投資）ikに関しては，企業（商業及びサービス業）における設備投資額の年平均
　値を，また，調査データの整合性から，敷地面積（L）については建築面積と比例的関
　係が見られるため企業（商業及びサービス業）当たりの平均建築面積をそれぞれ用い
　た。なお，これらのデータは「日本統計月報」総務庁統計局，1992年2月に掲げられ
　ており，ここでは1988年のデータを利用した。また，地代（r）については，地代と
　地価とに比例的関係が存在することから各都心部における1988年の平均地価データ
　（「各都道府県地価調査」地域経済総覧，東洋経済新報社，1990年）を用いた。
10　ここでの経営努力とは，効率的経営を意味しており，投資に対する生産性の伸びを
　示すαを指す。
11　すなわち，この様な状態とは，都心部の急速な空間的拡大か都市圏の急速な空間的
　縮小によって，都心部＝都市圏となるか，または都心部の地代の急速な減少か限界地
　の地代の急速な上昇によって，都心部の地代＝限界地の地代となるかのどちらかに
　よって説明される。
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